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令和２年度 健康福祉部施策体系 
 

 

 

 

【 】…第４次山形県総合発展計画実施計画の施策番号 

 

 
 

 (1)学校教育の充実【１－１】 
①  高等教育、専門的職業教育の充実 

 

 (2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 
② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 

③ 県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 

 

 (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 
④ 県内就業の促進 

 

 (4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 
⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 

 

 
 

 (5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
⑥ 県民を守る災害対応力の充実 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

 (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

 (7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 
⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

⑩ 質の高い医療の提供 

⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

  (8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

 (9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

  

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 2 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 
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令和２年度 健康福祉部 主要事業 

 

 
 

(1) 学校教育の充実【１－１】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

① 高等教育、専門的職業教育の充実 
 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・少子高齢化の進展に伴う地域の保健・医療・福祉ニーズの多様化や社会情勢の変化に的確に

対応した教育の継続・提供が必要 

 

（対応） 

・医療職に求められるニーズの多様化に対応できる人材の育成 

  ⇒高度かつ専門的な医療の知識と技術を有し、地域に貢献できる人材の育成に向けた第３

期中期目標の設定 

⇒多様なニーズに応えていくため、各分野の専門知識と技術を活かし、多職種が相互理解

のもとで協働する、「チーム医療」教育の充実 

・新型コロナウイルス感染症等、全く新たな対応が必要な状況下での教育の継続・提供 

⇒新型コロナウイルス感染症の拡大防止のために実施した、遠隔授業のノウハウの蓄積と

標準化による教育の質の確保及び学習機会の拡充 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分※ 事業概要 

公立大学法人山

形県保健医療大

学運営費交付金 

701,155 

(730,681) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県保健医療大学への運営

費交付金 

 
計 701,155 

(730,681) 

  

 ※「新規」は今年度新規事業、「見直し」は昨年度から見直しを行った事業、「継続」は昨年度からの継続事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ 第４次山形県総合発展計画の推進 

次代を担い地域を支える人材の育成・確保【１】 １ 
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(2) 生涯を通じた多様な学びの機会の充実【１－２】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

② 産業界や地域のニーズを踏まえた社会人の学び直しの促進 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・地域包括ケアシステムを支えるため、「地元」の小規模病院・診療所、訪問看護事業所及び 

高齢者施設に勤務する看護職の実践力の向上が必要 

 

（対応） 

・小規模病院等の看護職に対する学習機会の提供や情報取得・共有等、支援の充実 

⇒小規模病院等の看護職を対象としたリカレント教育の充実 

⇒小規模病院等の看護職に対する相談支援、研修会開催、看護研究支援等 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

公立大学法人山

形県保健医療大

学運営費交付金

【再掲】 

701,155 

（730,681） 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県保健医療大学への運営

費交付金 

 
計 701,155 

（730,681） 

  

 

 

③  県民や地域に活力をもたらす多様な学びの促進 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・障がい者が社会参加しやすい環境整備と差別解消に向けたさらなる取組みが必要 

・障がい者の自立と社会参加に向け、障がい者の芸術活動の振興と障がい者スポーツの普及拡

大と競技力の向上が必要 

 

（対応） 

・障がいを理由とする差別の解消及び障がいに対する理解の促進 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成拡大 

  ⇒パラリンピアンとの交流を通じた障がい者スポーツに対する理解の促進 

・障がい者が文化活動や芸術作品を広く発表し、県民が接する機会の拡大 

⇒「やまがた障がい者芸術活動推進センター」を拠点とした障がい者の芸術文化活動への

支援の推進 

・障がい者の文化活動や障がい者スポーツを支える人材の育成と環境整備 

⇒山形県障がい者スポーツ協会等の関係機関と連携した人材の確保、障がい者アスリート

の支援体制の構築 
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【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

障がいのある人

もない人も共生

する社会づくり

事業費 

10,782 

(9,139) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障がい

に対する理解の促進 

・市町村や福祉、医療、教育などの関係機関で

構成する県民会議の設置・運営 

・差別の解消や理解の促進の役割を担う「心の

バリアフリー推進員」の養成 

・手話の普及・啓発を通じた聴覚障がい者に対

する理解の促進 

・パラリンピアンとの交流を通じた障がい者ス

ポーツに対する理解の促進 

・障がい者芸術の発表の場を提供する「障がい

者芸術活動推進センター」の活動支援 

・ヘルプマークの普及啓発 

パラリンピック

等メダリスト育

成事業費 

9,068 

(10,268) 

新規 

見直し 

継続 

◇パラリンピック等における本県メダリスト

輩出を目指した障がい者スポーツ選手への

支援 

・有望選手の競技活動への助成 

・スポーツ医・科学による有望選手への重点支

援  
計 19,850 

(19,407) 
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  (3) 若者の定着・回帰の促進【１－３】 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

④ 県内就業の促進 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・看護師確保のため、看護学生の定着、キャリアアップ、離職防止、再就職促進の取組みのさ

らなる推進が必要 

・介護分野への新たな人材の参入、介護職員の定着・離職防止を図るため、介護事業者による

職場環境の改善の取組みの促進が必要 

・介護休業の取得率が低い状況にあることから、介護休業制度への理解促進等が必要 

 

（対応） 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

  ⇒看護職員養成所の専任教員を養成する講習会の開催 

  ⇒看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等への支援 

・介護分野における人材確保 

⇒人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度の導入 

・仕事と介護の両立支援 

⇒介護休業、介護サービスの制度の効果的な活用についての動画の制作 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

看護師確保対策

費 

371,350 

(358,921) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプログラ

ム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

・看護職員修学資金の貸付 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員養成所の専任教員を養成する講習会

の開催【新規】 

・看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等

への支援【新規】 

・医療勤務環境改善支援センターによる医療機

関の勤務環境改善に向けた取組みへの支援 

・離職中の看護師を対象とした復職研修の実施 

介護職員確保定

着促進事業費 

60,164 

(29,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」に基

づく介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材のすそ野を広げるための介護未経験

者を対象とした入門的研修の実施 

・介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習

生等の外国人材の受入れ推進【拡充】 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価

制度の導入【新規】 
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福祉人材確保緊

急支援事業費 

12,815 

(12,722) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の推進 

・事業所と求職者のマッチング、就業後のフォ

ローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進するた

め、事業所の求人情報を提供 

仕事と介護の両

立応援事業費 

2,118 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護離職ゼロに向け、仕事と介護を両立しや

すい環境づくりの促進に向けたＰＲ動画の

制作  
計 446,447 

(400,870) 
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 (4) 国内外の様々な人材の呼び込み【１－４】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑤ 外国人材の受入れ拡大 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・介護職員の人材不足に対応する新たな人材確保の取組みが必要 

 

（対応） 

・介護分野における人材確保 

⇒介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習生等の外国人材の受入れを推進 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

介護職員確保定

着促進事業費 

【再掲】 

60,164 

(29,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」に基

づく介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材のすそ野を広げるための介護未経験

者を対象とした入門的研修の実施 

・介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習

生等の外国人材の受入れ推進【拡充】 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価

制度の導入【新規】  
計 60,164 

(29,227) 
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(5) 大規模災害への対応など危機管理機能の充実強化【４－１】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑥ 県民を守る災害対応力の充実 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・災害時に機能的、効果的に活動を行うため、災害時医療提供体制の充実が必要 

 

（対応） 

・災害時における県全体を俯瞰した迅速な医療体制の確保 

⇒災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、災害派遣精神・医療チーム（ＤＰＡＴ）隊員の継続

的な養成 

・災害時における医提供体制の整備推進 

⇒災害拠点病院等の施設・設備整備への支援 

・災害時の一般避難所における福祉的支援体制の構築 

⇒災害発生時の福祉支援体制の整備に向けた準備組織による検討 

⇒災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の養成 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

災害時医療提供

体制推進事業費 

83,753 

(15,981) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員、災害医療コーディネーターの

養成及び訓練・研修会の実施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）資器材

の維持管理 

・災害拠点病院等の施設・設備整備への支援 

【新規】 

災害時精神医療

派遣体制運営事

業費 

1,824 

(1,605) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害時の精神科医療及び精神保健活動体制

の整備 

・災害時の精神科医療などを担う災害派遣精

神・医療チーム（ＤＰＡＴ）隊員の養成 

災害時における

福祉支援体制の

整備推進事業費 

1,541 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時に一般避難所において福祉的支

援を行う災害派遣福祉チーム（ＤＷＡＴ）の

整備 

・災害発生時の福祉支援体制の整備に向けた準

備組織による検討 

・災害派遣福祉チーム員に対する研修等の実施 

 

    

県民が安全・安心を実感し、総活躍できる社会づくり【４】 ２ 
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地域福祉活動総

合推進対策事業

費 

87,350 

(86,736) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域福祉活動の中核を担う社会福祉協議会

等の活動への支援 

・社会福祉協議会活動等への助成 

・福祉ボランティア活動への助成  
計 174,648 

(104,322) 

  

 

⑦ 緊急事態に対する対応力の強化 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・新型コロナウイルス感染症等に対し、感染拡大の防止、継続した医療・福祉の提供体制の確

保が必要 

 

（対応） 

・新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備えた検査・医療提供体制の整備推進、医療機関・

福祉施設等への支援の充実 

  ⇒検査機器の増設や設置支援等による検査体制の強化 

⇒県による備蓄や購入支援による医療資機材、衛生資材等、必要な物資の確保 

⇒医療機関に対する、事業継続のための経営面を含めた支援 

⇒福祉施設等に対する、現地指導等による感染症対策強化や事業継続のための支援 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

ウイルス性肝炎

総合対策事業費 

62,012 

(77,529) 

新規 

見直し 

継続 

◇ウイルス性肝炎の早期発見・早期治療の推進 

・無料ウイルス検査の実施 

・肝炎ウイルス検査陽性者の初回精密検査費及

び定期検査費に対する助成 

・肝炎及び肝がん患者の医療費に対する助成 

新型インフルエ

ンザ対策費 

182,223 

(115,411) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型インフルエンザの発生に備えた医療・防

疫体制の整備 

・新型インフルエンザの発生を想定した訓練及

び研修の実施 

・抗インフルエンザウイルス薬の備蓄 

・新型インフルエンザを発症した患者の治療に

必要な資器材を整備する医療機関に対する

助成 

風しん予防接種

促進事業費 

5,128 

(12,890) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う先天性風しん症候群発生予防

のための抗体検査に対する助成 

新型コロナウイ

ルス感染症緊急

対策費 

19,062,354 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための感染症対策の強化 

・ＰＣＲ検査体制の強化 

・入院受入医療機関及び新型コロナ感染症外来

設置医療機関等の資機材整備 
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・患者増に備えた病床等の確保や入院医療費の

公費負担 

・新型コロナウイルス感染症対応従事者への支

援 

・医療機関・薬局等における感染拡大防止等へ

の支援 

・民間医療機関に対する支援金の給付 

救急医療対策費

（うち、新型コロ

ナウイルス感染

症対策関連） 

1,480,000 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症に係る院内感染

防止対策 

・新型コロナ疑い患者受入れのための救急・周

産期・小児医療機関の院内感染防止対策への

支援 

公立置賜総合病

院等整備・運営事

業費（うち、新型

コロナウイルス

感染症対策関連） 

151,812 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための医療提供体制の強化 

・新型コロナウイルス感染症への対応に必要な

資機材・医療機器等の整備 

・新型コロナウイルスへの対応で生じた減収、

医療従事者への支援 

独立行政法人山

形県・酒田市病院

機構費（うち、新

型コロナウイル

ス感染症対策関

連） 

601,462 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための医療提供体制の強化 

・新型コロナウイルス感染症への対応に必要な

資機材・医療機器等の整備 

・新型コロナウイルスへの対応で生じた減収、

医療従事者への支援 

県立病院事業運

営費負担金（う

ち、新型コロナウ

イルス感染症対

策関連） 

2,682,632 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための医療提供体制の強化 

・新型コロナウイルス感染症への対応に必要な

資機材・医療機器等の整備 

・新型コロナウイルスへの対応で生じた減収、

医療従事者への支援 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

介護関連事業費 

44,154 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための介護に関連した対策の強化 

・介護施設等での新型コロナウイルス感染症の

発生に備えた、県における衛生・防護用品等

の備蓄 

・感染者が発生した施設・事業所等に対する事

業継続支援 

新型コロナウイ

ルス感染症対策

介護事業所支援

事業費 

2,156,492 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための介護関連施設等における対策の強

化 

・介護サービス事業所等の職員を対象とした、

現地指導等による感染症対策強化や事業継

続計画策定等への支援 

・介護サービスを継続的に提供するために必要

な物資の確保、事業者の感染症対策への支援 
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新型コロナウイ

ルス感染症対策

障がい福祉関連

事業費 

697,209 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の流行に対応す

るための障がい福祉サービス施設等におけ

る対策の強化 

・障がい福祉サービス事業所等の職員を対象と

した、現地指導等による感染症対策強化や事

業継続計画策定等への支援 

・障がい福祉サービスを継続的に提供するため

に必要な物資の確保、事業者の感染症対策へ

の支援  
計 27,125,478 

(205,830) 
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   (6) 暮らしの様々なリスクへの対応力の強化【４－２】 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑧ 様々な犯罪の予防と消費者保護の推進 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・高齢者や障がい者の権利や尊厳を守るために虐待を防止することが必要 

・成年後見制度の利用を必要とする高齢者や障がい者の増加が見込まれることから、制度の理

解・利用促進が必要 

 

（対応） 

・関係職員の資質向上 

⇒施設職員向け高齢者・障がい者虐待防止研修会の開催による虐待防止についての周知・

徹底 

⇒市町村職員等向け高齢者・障がい者虐待情報交換会における先進的な取組みの紹介、事

例研究等による担当職員の資質向上 

・市町村における成年後見制度利用促進基本計画の策定推進 

⇒成年後見制度利用促進基本計画に係る取組みが遅れている市町村への助言 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

高齢者虐待防止

対策事業費 

1,604 

(1,604) 

新規 

見直し 

継続 

◇高齢者虐待防止への取組み 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・養介護施設職員等を対象とした高齢者虐待防 

止研修会の開催 

・市町村職員高齢者虐待防止情報交換会の開催 

・弁護士等により構成する高齢者虐待対応専門 

職チームの派遣 

・成年後見制度利用促進研修会の開催 

障害者虐待防止

法関連事業費 

1,309 

(3,655) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者虐待防止への取組み 

・高齢者・障がい者虐待防止会議の開催 

・障がい福祉サービス事業所職員等を対象とし 

 た障がい者虐待防止研修会の開催 

・市町村等関係機関障がい者虐待防止連絡会議 

の開催 

・「県障がい者権利擁護センター」の運営  
計 2,913 

(5,259) 
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(7) 保健・医療・福祉の連携による「健康長寿日本一」の実現【４－３】 
 

目標指標 

健康寿命（日常生活に制限のない期間） 

 
基準値（平成２８年度）： 男性７２．６１歳、女性７５．０６歳 

目標値（令和 ６年度）： 男性７３．７３歳、女性７６．６２歳 

自分が健康だと思う人の割合（健康度自己評価） 

 
基準値（平成３０年度）： ７３．８％ 

目標値（令和 ６年度）： ８０％ 

 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑨ 県民一人ひとりの主体的な健康づくりの促進 

 

ＫＰＩ 

地域・企業等による健康づくり事業への参加者数 

 基準値（令和元年度）： １５０，０００人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

160,000 人 170,000 人 180,000 人 190,000 人 200,000 人 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・「健康寿命」と平均寿命には 10 年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

・生活習慣の改善のためには、生涯を通した一人ひとりの主体的な取組みが必要 

・健康で質の高い生活を送るうえで基礎的かつ重要な役割を果たす口腔機能の維持・向上のた

めの取組みが必要 

 

（対応） 

・“オールやまがた”による健康づくり県民運動の展開 

⇒専門的知見の活用（タスクフォース設置）による市町村等が行う健康づくり事業の評 

価検証等の実施 

  ⇒地域の健康づくりの中心を担う「やまがた健康づくりステーション」の創設支援 

  ⇒生活習慣病を防ぎ、新型コロナにも負けない健康な体をつくるため、健康的な食生活の

普及定着を図る減塩・ベジアップ（野菜摂取量増）プロジェクトの推進 

⇒飲食店に対する改装経費の助成による受動喫煙防止の推進 

⇒経営者向けのトップセミナー開催や企業等と連携したモデル事業の実施による健康経 

 営実践事業所の拡大 

・歯科口腔保健の推進 

  ⇒在宅歯科医師養成等による在宅歯科診療所の拡大 

  ⇒「口腔保健支援センター」による歯科口腔保健の普及・啓発 
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【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

健康長寿日本一

ＮＥＸＴプロジ

ェクト事業費 

17,213 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇「健康長寿日本一」の実現に向け“オールやま

がた”で取り組む県民運動の展開 

・「減塩の日」「野菜の日」キャンペーンの展開や、

大学・企業との連携等による食生活改善の取組

み推進 

・経営者向けのトップセミナーの開催や、企業等

と連携したモデル事業の実施による、健康経営

実践事業所の拡大 

・地域の健康づくりの中心を担う「やまがた健康

づくりステーション」の創設支援 

・専門的知見による健康づくり事業の評価検証等

の実施 

・県民健康・栄養調査の実施 

・やまがた健康フェアの開催 

・健康づくりに積極的に取り組む地域団体や企 

業の表彰 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

・受動喫煙防止のため施設を禁煙化する飲食店 

に対する改装経費の助成 

在宅歯科診療連

携推進事業費 

35,556 

(37,994) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療、介護、障がい福祉分野などが連携した 

在宅歯科診療の推進 

・歯科医師が在宅歯科診療に必要な知識や技術 

を習得するための研修の実施 

・在宅歯科診療に必要な設備の整備に対する助成 

 

歯科口腔保健推

進事業費 

3,176 

(3,334) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村や関係機関と連携した歯科口腔保健の 

推進 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研究などを

行う「口腔保健支援センター」の運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科保健に関 

する研修の実施  
計 55,945 

(41,328) 
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⑩ 質の高い医療の提供 

 

ＫＰＩ 

県内臨床研修病院における臨床研修医の確保率 

 基準値（平成２７年～令和元年平均）： ６４．０％ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

６５％ ６５％ ６５％ ６５％ ６５％ 

市町村・事業所が実施した乳がん検診受診率 

 基準値（平成２９年度）： ４４．２％ 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

４７％ ４８％ ４９％ ５０％ ５１％ 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・医師・看護師は依然として不足しており、さらなる確保の取組みが必要 

・山形県地域医療構想を実現するため、病床機能の分化・連携の推進や在宅医療の拡充が必要 

・がん医療水準の向上、がん検診の効果的な普及啓発とともに、がんになっても安心して暮ら

せる社会の実現に向けた取組みが必要 

 

（対応） 

・実効的な医師確保 

⇒山形大学医学部、山形県医師会等関係団体と連携した、医師確保計画に基づき、地域の 

 実情に応じた医師確保対策の推進 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

⇒看護職員養成所の専任教員を養成する講習会の開催 

⇒看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等への支援 

・病床機能の分化・連携の促進 

  ⇒県内各地域における実情を踏まえた地域医療構想調整会議における議論の活性化 

  ⇒地域医療介護総合確保基金を活用した医療機関の自主的な取組みへの支援メニューの 

   実施 

・在宅医療の拡充 

  ⇒地域の医療関係者が連携して取り組む在宅医療提供体制構築への支援 

  ⇒在宅医療のために必要な設備整備費への助成 

  ⇒遠隔診療の導入拡大に向けた検討 

・がん対策県民運動の推進 

  ⇒がん患者への医療用ウィッグ及び乳房補整具購入費の助成 

・子宮頸がん・乳がん検診の受診機会の拡大 

  ⇒医師の派遣等により子宮頸がん・乳がんの休日検診を実施する検診機関への助成 
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【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

病床機能分化連携

事業費 

25,619 

(121,244) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療機関が行う施設・設備整備に要する経

費への助成 

・急性期病床から回復期病床への病床転換に

伴う施設・設備整備への支援 

・地域における病床機能調整ワーキング等の 

開催 

医療施設等施設・

設備整備費 

19,586 

(29,908) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療施設等の施設及び設備整備に対する 

助成 

・へき地診療所等の医療機器の整備に対する 

 助成 

地域医療連携推進

事業費 

5,377 

(7,585) 

新規 

見直し 

継続 

◇ＩＣＴを活用した医療情報ネットワークの 

促進 

・県内４地域における医療情報ネットワーク

の運営費や機能強化、医療連携体制の拡充

強化に向けた研修実施等の取組みに対する

助成 

・遠隔診療の導入拡大に向けた検討【新規】 

在宅医療推進事業

費 

19,749 

(31,790) 

新規 

見直し 

継続 

◇在宅医療の充実に向けた取組みの推進 

・地域の医療関係者が連携して取り組む在宅

医療体制構築への支援 

・在宅医療のために必要な設備整備に要する

経費への助成 

地域の薬剤師・薬

局の連携体制構築

事業費 

1,619 

(2,444) 

新規 

見直し 

継続 

◇「かかりつけ薬剤師を配置する薬局」への 

移行促進 

・地域連携薬局の体制構築に係るモデル事業

の実施 

・薬局薬剤師の人材育成研修会の実施 

医師確保対策費 374,454 

(375,190) 

新規 

見直し 

継続 

◇医師確保計画に基づく医師確保対策の推進 

・医師派遣等を協議する地域医療対策協議会

の運営 

・臨床研修医の県内定着の促進 

・医師修学資金の貸付 

・定年退職医師の活用促進 

・医師の働き方改革に向けた調査・検討 

【新規】 

 

◇「山形方式・医師生涯サポートプログラム」

を中心とした医師確保対策の推進 

・山形大学医学部と連携した医師の確保・定

着の促進 

地域医療支援対策

事業費 

166,563 

(151,144) 

看護師等確保対策

費【再掲】 

371,350 

(358,921) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプログ

ラム」を中心とした看護職員確保対策の推

進 

・看護職員修学資金の貸付 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員養成所の専任教員を養成する講習
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会の開催【新規】 

・看護師の特定行為研修受講に取り組む病院

等への支援【新規】 

・医療勤務環境改善支援センターによる医療

機関の勤務環境改善に向けた取組みへの 

支援 

・離職中の看護師を対象とした復職研修の 

実施 

公立大学法人山形

県立保健医療大学

運営費交付金【再

掲】 

701,155 

(730,861) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立大学法人山形県立保健医療大学への運

営費交付金 

移植医療推進事業

費 

9,222 

(9,407) 

新規 

見直し 

継続 

◇移植医療の推進 

・骨髄移植ドナーの経済的負担の軽減のため

の支援 

・臓器移植コーディネーターの設置 

・骨髄バンクドナー登録会の開催 

・県内企業に対する骨髄ドナー休暇制度の普

及啓発 

救急医療推進事業

費 

20,422 

(17,710) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急医療の推進 

・災害時に医療機関の被災状況等を共有する

広域災害・救急医療情報システムの運用 

・救急救命士の実習受入れを行う病院への 

支援 

・山形県医療機関情報ネットワークシステム

の多言語化対応等のための改修【新規】 

ドクターヘリ運航

関連事業費 

265,887 

(266,612) 

新規 

見直し 

継続 

◇ドクターヘリの運航、地域住民による救急

搬送体制の構築に対する助成 

小児救急医療体制

整備事業費 

28,195 

(26,442) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・小児急病時の対応方法についての普及・ 

啓発 

・夜間休日に小児救急患者を受け入れる医療

機関に対する助成 

 

救急電話相談事業

費 

19,612 

(25,921) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

周産期医療対策事

業費 

139,599 

(142,549) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合及び地域周産期母子医療センターの運

営費助成 

・在宅療養中の小児を一時的に受け入れる医

療機関への助成          

・医学生を対象とした新生児心肺蘇生法講習

会の開催 
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地方独立行政法人

山形県・酒田市病

院機構費 

1,817,214 

(1,935,627) 

新規 

見直し 

継続 

◇日本海総合病院等の運営、施設及び設備整

備に対する負担金 

公立置賜総合病院

等整備・運営事業

費 

1,076,032 

(1,226,597) 

新規 

見直し 

継続 

◇公立置賜総合病院等の運営、施設及び設備

整備に対する負担金 

 

 

県立病院運営費負

担金 

6,464,149 

(4,635,719) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院が行う政策医療等に対する一般会

計負担金 

県立病院整備費繰

出金 

2,000,283 

(1,633,400) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の施設及び設備整備に対する一般

会計繰出金 

病院事業運営費貸

付金 

11,645,949 

(11,684,639) 

新規 

見直し 

継続 

◇県立病院の円滑な運営のための一般会計か

らの貸付金 

・運転資金のための短期貸付(10,900,000) 

・経営健全化のための長期貸付 (745,949) 

 

指定難病等対策費 1,403,301 

(1,195,195) 

新規 

見直し 

継続 

◇指定難病等患者の医療費の公費負担に係る

県の法定負担 

精神科救急医療シ

ステム整備事業費 

52,836 

(52,946) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神科救急医療体制の整備 

・夜間や祝日などに対応する精神科救急当番

病院の設置・運営 

・緊急時における電話相談窓口「精神科救急

情報センター」の運営 

国民健康保険特別

会計繰出金 

5,664,860 

(6,062,304) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村国民健康保険給付費等の公費負担に

係る県の法定負担等 

国保財政安定化対

策事業費 

3,189,654 

(3,247,742) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う低所得者への国民健康保険税

（料）の軽減措置に係る県の法定負担 

後期高齢者医療給

付事業費 

11,935,314 

(12,383,996) 

新規 

見直し 

継続 

◇後期高齢者医療給付費の公費負担に係る県

の法定負担 

災害時医療提供体

制推進事業費【再

掲】 

83,753 

(15,981) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害発生時の急性期医療を担う災害派遣医

療チーム（ＤＭＡＴ）の養成等 

・ＤＭＡＴ隊員、災害医療コーディネーター

の養成及び訓練・研修会の実施 

・航空搬送拠点臨時医療施設（ＳＣＵ）資器

材の維持管理 

・災害拠点病院等の施設・設備整備への支援

【新規】 

災害時精神医療派

遣体制運営事業費 

【再掲】 

1,824 

(1,605) 

新規 

見直し 

継続 

◇災害時の精神科医療及び精神保健活動体制

の整備 

・災害時の精神科医療などを担う災害派遣精

神医療チーム（ＤＰＡＴ）隊員の養成 



19 
 

がん医療高度化推

進事業費 

33,192 

(33,187) 

新規 

見直し 

継続 

◇高度ながん医療を推進するがん診療連携拠

点病院の運営費に対する助成 

がん対策県民運動

推進事業費 

19,516 

(22,026) 

新規 

見直し 

継続 

◇みんなで取り組む「がん対策県民運動」の

展開 

・がん総合相談支援センターの運営 

・がん検診受診率向上対策の推進 

・女性のがん検診受診率向上対策の推進 

・がん患者への医療用ウイッグ及び乳房補整

具購入費の助成【拡充】 

・医療用ウイッグ等相談支援員の養成  
計 47,556,286 

(46,428,692) 

  

 

⑪ 誰もが居場所と役割を持って暮らす支え合いの地域づくりの推進 

 

ＫＰＩ 

住民主体で交流や支え合いを行う拠点の数 

 基準値（平成３０年度）： １，２２７箇所 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

1,280 箇所 1,335 箇所 1,390 箇所 1,445 箇所 1,500 箇所 

地域生活課題に対応する包括的な相談支援窓口を設置する市町村数 

 基準値（平成２９年度）： ７市町村 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

14 市町村 20 市町村 27 市町村 35 市町村 35 市町村 

介護職員数 

 
基準値（平成２９年度）： １９，７１９人 

指標値 

Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 

20,000 人 20,500 人 21,000 人 21,500 人 22,000 人 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・人口減少や高齢化に伴い、地域コミュニティの弱体化が懸念。地域の生活課題を解決する仕

組みの強化が必要 

・介護現場では、人手不足に加え重労働や加重な書類作成業務等があり、労働環境の改善が必 

 要  

・障がい者の地域生活移行のため、住まいの確保やグループホームの整備等が必要 

・精神障がい者の地域移行を進めるため、精神科病院からの退院後に地域生活を定着させるた

めの継続的な医療の提供等が必要 

・今後ますます増加が予想される認知症高齢者の居場所づくりや介護負担を軽減する取組みが

必要 



20 
 

（対応） 

・市町村と住民が一体的に課題解決に取り組む仕組みの構築 

  ⇒地域課題解決に意欲的な町村において、モデル事業を実施し、先行優良事例を創出 

⇒県社協と連携し、県内各地域へ優良事例の普及拡大を図り、市町村による取組みを促進 

  ⇒「通いの場」「福祉型小さな拠点」の充実強化 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

⇒人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度の導入 

⇒介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実習生等の外国人材の受入れ推進 

・福工連携による介護現場の支援 

⇒介護現場の労働環境の改善を図るための介護ロボットや ICT 機器の導入に対する支援 

・精神障がい者にも対応した包括的なケアシステムの構築 

⇒全圏域における医療、保健、福祉関係者の協議の場の設置 

・認知症の方のニーズと認知症サポーターをつなげる実効性のある仕組みの構築 

  ⇒市町村が行うコーディネーター養成への支援 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

すこやか・安心地

域づくり推進事業

費 

3,282 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村と住民が一体的に身近な生活課題

の解決に取り組む仕組みの構築 

・地域の実情に応じて支援するモデル事業の

実施を通し、先行優良事例を創出 

・県内各地域への優良事例の普及拡大 

地域福祉活動総合

推進対策事業費

【再掲】 

87,350 

(86,736) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域福祉活動の中核を担う社会福祉協議

会等の活動への支援 

・社会福祉協議会活動等への助成 

・福祉ボランティア活動への助成 

再犯防止対策推進

事業費 

21,069 

(23,419) 

新規 

見直し 

継続 

◇矯正施設退所者の再犯防止対策の推進 

・矯正施設退所者の社会復帰にむけた支援の

あり方などを検討する再犯防止推進協議

会等の開催、山形県再犯防止推進計画（仮

称）策定 

・矯正施設を退所した高齢者や障がい者に 

必要な福祉サービスのコーディネートを

行う「地域生活定着支援センター」の運営 

地域自殺対策強化

事業費 

18,931 

(20,185) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域における総合的な自殺対策の推進 

・若年層、ハイリスク者などをターゲットと

した対策の強化 

・関係機関の連携強化、相談窓口従事者の資

質向上に向けた研修会の開催 

民生児童委員費 160,679 

(160,097) 

新規 

見直し 

継続 

◇経済的困窮や高齢のひとり暮らしなどの

課題を抱える地域住民に寄り添い、支援す

る民生委員・児童委員に対する助成 
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中国帰国者援助事

業費 

7,349 

(8,059) 

新規 

見直し 

継続 

◇中国帰国者に対する生活支援 

・日常生活に関する相談・支援窓口「中国帰

国者相談センター」の運営 

・中国帰国者と地域住民の交流会等の実施 

・中国帰国者が医療機関や行政機関などの 

サービスを利用する際の通訳派遣 

高齢者等生活支援

サービス基盤整備

事業費 

16,346 

(15,617) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域住民が主体的に行う高齢者向け生活

支援サービスの充実 

・地域で介護予防や生活支援を行う「福祉型

小さな拠点」整備への助成 

・生活支援サービスの担い手の養成講座の 

開催 

・「福祉型小さな拠点」における活動状況・

課題等のアンケート調査の実施や活動の

充実強化に向けた専門家の派遣【新規】 

・企業等の退職予定者を対象とした地域社会

活動への参加促進出前講座の開催【新規】 

障がいのある人も

ない人も共生する

社会づくり事業費

【再掲】 

10,782 

(9,139) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障が

いに対する理解の促進 

・市町村や福祉、医療、教育などの関係機関

で構成する県民会議の設置・運営 

・差別の解消や理解の促進の役割を担う「心

のバリアフリー推進員」の養成 

・手話の普及・啓発を通じた聴覚障がい者に

対する理解の促進 

・パラリンピアンとの交流を通じた障がい者

スポーツに対する理解の促進 

・障がい者芸術の発表の場を提供する「障が

い者芸術活動推進センター」の運営 

・ヘルプマークの普及啓発 

地域生活支援事業

費 

172,009 

(174,875) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の日常生活における支援 

・発達障がいに関する普及・啓発や相談支援

を行う「県発達障がい者支援センター」の

運営 

・高次脳機能障がい者への相談支援を行う

「県高次脳機能障がい者支援センター」の

運営 

・市町村が行う手話通訳の派遣などの日常生

活における支援に対する助成 

社会福祉施設整備

補助事業費（障が

い福祉施設） 

130,534 

(131,381) 

新規 

見直し 

継続 

◇事業者が行う障がい者グループホーム等

の施設整備に対する助成 

補装具給付費 55,073 

(54,295) 

新規 

見直し 

継続 

◇補装具給付費の公費負担に係る県の法定 

 負担等 

介護・訓練等給付

費 

4,948,902 

(4,931,242) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護・訓練等給付費の公費負担に係る県 

 の法定負担等 
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重度訪問介護等利

用支援事業費 

36,638 

(36,915) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う訪問系サービス給付額の国 

 庫負担基準を超える額に対する助成 

重度心身障がい

（児）者医療給付

事業費 

1,069,440 

(1,084,550) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）者の 

医療費支援に対する助成 

自立支援医療給付

費 

1,826,235 

(1,762,285) 

新規 

見直し 

継続 

◇自立支援医療費の公費負担に係る県の法 

 定負担 

 

 

山形県社会福祉事

業団施設整備支援

事業費 

203,797 

(138,654) 

新規 

見直し 

継続 

◇山形県社会福祉事業団に移譲した県立障 

 がい者施設の再整備に係る経費に対する 

 助成 

精神障がい者地域

生活移行支援事業

費 

3,589 

(2,224) 

新規 

見直し 

継続 

◇精神障がい者の地域移行・地域定着の促進 

・地域移行促進のための医療、保健、福祉関

係者の協議の場の設置【新規】 

・精神障がい者の相談支援体制の強化 

・精神障がいに関する正しい知識の普及啓発 

地域包括ケアシス

テム構築推進事業

費 

12,331 

(16,322) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村における地域包括ケアシステムの 
深化・推進に向けた支援 

・市町村が取り組む自立支援型地域ケア会議 
を定着させるための指導者の派遣 

・自立支援型のサービス提供事業所の育成 
・本県独自に作成した運動・栄養・口腔・ 
服薬等の統合的な介護・フレイル予防プロ 
グラムの普及【新規】 

地域支援事業費 836,591 

(829,019) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う介護予防・日常生活支援総合 

 事業等に係る県の法定負担 

訪問看護サービス

提供体制整備事業

費 

9,598 

(9,650) 

新規 

見直し 

継続 

◇訪問看護提供体制の整備 
・訪問看護相談窓口の設置 
・訪問看護技術研修、経営安定化研修等の実 
 施 
・訪問看護の理解促進のための普及・啓発 
・専門的知識を有する看護師による訪問看護 

事業者に出向いての研修の実施【新規】 
・訪問看護への従事を希望する看護師向けの 

短期体験研修の実施【新規】 

認知症施策総合推

進事業費 

 

32,985 

(28,962) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県認知症施策推進行動計画」に基づ 
く対策の推進 

・かかりつけ医等を対象とした認知症対応力 
向上研修の開催     

・認知症疾患医療センターにおける鑑別診断 
体制の整備及び日常生活支援機能の追加 

・認知症（若年性を含む）の方や家族に対す 
る相談・支援 

・認知症サポーターと認知症の方の支援ニー 
ズをより実践的につなげる仕組み（チーム
オレンジ）を構築する市町村への支援 
【新規】 
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認知症介護実践者

等養成事業費 

 

6,847 

(6,847) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護事業所職員の認知症介護技術の向上 

 のための実践的な研修の実施 

介護職員確保定着

促進事業費 

【再掲】 

60,164 

(29,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」に

基づく介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材のすそ野を広げるための介護未 

 経験者を対象とした入門的研修の実施 

・介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実 

習生等の外国人材の受入れ推進【拡充】 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認証 

評価制度の導入【新規】 

福祉人材確保緊急

支援事業費 

【再掲】 

12,815 

(12,722) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の推進 

・事業所と求職者のマッチング、就業後のフ 

ォローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進するた 

め、事業所の求人情報を提供 

社会福祉施設整備

補助事業費（老人

福祉施設） 

844,869 

(928,963) 

新規 

見直し 

継続 

◇社会福祉法人等が行う老人福祉施設等の 

 整備に対する助成 

・老人福祉施設等における非常用自家発電 

 設備の整備に対する助成（経済対策） 

介護給付費 16,772,092 

(16,731,507) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護給付費に係る県の法定負担 

老人保護費 253,503 

(251,428) 

新規 

見直し 

継続 

◇軽費老人ホーム事務費に対する助成 

仕事と介護の両立

応援事業費 

【再掲】 

2,118 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護離職ゼロに向け、仕事と介護を両立し 

やすい環境づくりの促進に向けたＰＲ動

画の制作 

福工連携による介

護現場支援事業費 

6,000 

(14,000) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護ロボット・ＩＣＴ技術を導入する事業 

所への支援【新規】 

 
計 27,621,918 

(27,498,320) 
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(8) 総合的な少子化対策の新展開【４－５】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑫ 安心して妊娠・出産・子育てできる環境づくり 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・少子化の流れにできるだけ早く歯止めをかけるため、安心して子どもを産み育てられる環境

づくりの推進が必要 

・発達障がい児に対し、早期での適切な支援の実施とライフステージに応じた切れ目のない支

援の継続が必要 

・医療的ケア児の介護においては、通院距離の長さや通院途中でのたんの吸引等、家族の負担

が大きいことなどから、支援の強化が必要 

 

（対応） 

・周産期医療提供体制や小児救急医療提供体制の充実 

  ⇒妊婦健診及び分娩に係る診療所等と総合病院間の役割分担と連携を図る「産科セミオー

プンシステム」の推進や周産期医療提供体制の強化に向けた医療従事者等の養成 

  ⇒小児の急病時の対応方法の普及・啓発や小児救急電話相談、小児救急患者の診療体制を

整備する病院への支援等の推進 

・発達障がい児に対する支援の強化 

  ⇒保育所や市町村等、身近な支援機関の職員の発達障がいに係る理解促進と支援技術向上

を図るための研修等の充実 

⇒関係機関の連携や成長の各段階における円滑な引継ぎのための「やまがたサポートファ

イル」の普及定着のさらなる推進 

・医療的ケア児に対する支援の強化 

⇒医療的ケア児への訪問診療を行う医師の養成 

⇒保健、医療、福祉等、多分野にわたる支援制度と医療的ケア児をつなぐコーディネータ

ーの養成 

⇒家族の負担軽減を図るための訪問看護師の付添いや運転手派遣に係る経費への助成 

 

 

【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

小児救急医療提供

体制整備事業費

【再掲】 

28,195 

(26,442) 

新規 

見直し 

継続 

◇小児救急医療体制の整備 

・小児急病時の対応方法についての普及・ 

啓発 

・夜間休日に小児救急患者を受け入れる医療

機関に対する助成 

救急電話相談事業

費【再掲】 

19,612 

(25,921) 

新規 

見直し 

継続 

◇救急電話相談の実施 

周産期医療対策事

業費【再掲】 

139,599 

(142,549) 

新規 

見直し 

継続 

◇総合的な周産期医療対策の推進 

・周産期医療協議会の開催 

・総合及び地域周産期母子医療センターの 

運営費助成 
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・在宅療養中の小児を一時的に受け入れる 

医療機関への助成          

・医学生を対象とした新生児心肺蘇生法講習 

会の開催 

重度心身障がい

（児）者医療給付

事業費【再掲】 

1,069,440 

(1,084,550) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村が行う重度心身障がい（児）者の医

療費支援に対する助成 

児童保護費 969,113 

(821,971) 

新規 

見直し 

継続 

◇障害児通所給付費等の公費負担に係る県の 

法定負担 

発達障がい者支援

体制整備事業費 

14,601 

(17,789) 

新規 

見直し 

継続 

◇発達障がい児（者）に対する支援体制の 

強化 

・地域の療育力向上及び地域支援ネットワー

ク体制の強化 

・「やまがたサポートファイル」の普及・定着 

・ペアレントメンターによる家族支援体制の

充実 

・地域の身近な医療機関による相談・診療受

入れの促進 

医療的ケア児支援

体制整備事業費 

5,668 

(4,422) 

新規 

見直し 

継続 

◇医療的ケア児に対する支援 

・各分野が連携した支援体制の構築 

・小児訪問診療医の養成 

・医療的ケア児等コーディネーターの養成 

・医療的ケアを行う支援者の養成 

・訪問看護師による付添い及びドライバー 

派遣による通院支援【新規】  
計 2,246,228 

(2,123,644) 

  

 

⑬ 出生数増加の鍵となる若者の定着・回帰の促進（④の再掲） 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・看護師確保のため、看護学生の定着、キャリアアップ、離職防止、再就職促進の取組みのさ

らなる推進が必要 

・介護分野への新たな人材の参入、介護職員の定着・離職防止を図るため、介護事業者による

職場環境の改善の取組みの促進が必要 

・介護休業の取得率が低い状況にあることから、介護休業制度への理解促進等が必要 

 

（対応） 

・「山形方式・看護師等生涯サポートプログラム」を中心とした看護職員確保対策の推進 

  ⇒看護職員養成所の専任教員を養成する講習会の開催 

  ⇒看護師の特定行為研修受講に取り組む病院等への支援 

・介護分野における人材確保 

⇒人材育成等に取り組む介護事業者の認証評価制度の導入 

・仕事と介護の両立支援 

⇒介護休業、介護サービスの制度の効果的な活用についての動画の制作 
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【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

看護師確保対策費

【再掲】 

371,350 

(358,921) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形方式・看護師等生涯サポートプログ

ラム」を中心とした看護職員確保対策の推

進 

・看護職員修学資金の貸付 

・看護師体験セミナーの開催 

・看護職員養成所の専任教員を養成する講習

会の開催【新規】 

・看護師の特定行為研修受講に取り組む病院

等への支援【新規】 

・医療勤務環境改善支援センターによる医療

機関の勤務環境改善に向けた取組みへの支

援 

・離職中の看護師を対象とした復職研修の実

施 

介護職員確保定着

促進事業費 

【再掲】 

60,164 

(29,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」に

基づく介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材のすそ野を広げるための介護未経

験者を対象とした入門的研修の実施 

・介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実

習生等の外国人材の受入れ推進【拡充】 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認証評

価制度の導入【新規】 

福祉人材確保緊急

支援事業費 

【再掲】 

12,815 

(12,722) 

新規 

見直し 

継続 

◇福祉・介護人材の確保・定着対策の推進 

・事業所と求職者のマッチング、就業後のフ 

 ォローアップ 

・離職した介護福祉士の再就業を促進するた

め、事業所の求人情報を提供 

仕事と介護の両立

応援事業費 

【再掲】 

2,118 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇介護離職ゼロに向け、仕事と介護を両立し

やすい環境づくりの促進に向けたＰＲ動画

の制作  
計 446,447 

(400,870) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



27 
 

(9) 県民誰もが個性や能力を発揮し、活躍できる環境の整備【４－６】 
 

施策の推進方向と主な取組み 

 

⑭ 一人ひとりの多様な社会参加・就労の促進 

 

【令和２年度における課題と対応（前年度からの見直し・新たな取組みの内容）】 

（課題） 

・地域の文化や自然、伝統が継承されず、若者の地元定着率が低下する懸念等があることから、

若者が地域の魅力を知る機会の提供が必要 

・人手不足が著しい介護分野において、介護人材のすそ野を拡大する取組みが必要 

・「健康寿命」と平均寿命には 10 年前後の開きがあり、健康寿命を着実に延伸していくための

取組みが必要 

・「農福連携」を進めるにあたり、農業側及び福祉側双方のさらなる理解の促進が必要 

・障がいのある人もない人も共にいきいきと生活できる共生社会の実現に向けた、さらなる理

解の促進が必要 

・薬物依存症やギャンブル依存症向けの回復プログラム及び家族向けプログラムの実施が少な

い、また、依存症に関する誤解や偏見、情報不足等により適切な相談や治療につながってい

ない現状があることから、支援の充実等が必要 

・ひきこもりの状態にある本人や家族に対する支援の充実が必要 

・新型コロナウイルス感染症の発生に伴い、休業・失業等による収入減等、県民の生活に多大

な影響が生じたことに対する支援が必要 

 

（対応） 

・元気な高齢者の社会参加の観点も含め、高齢者が地域の価値や文化を学びながら地元の良さ

を知り、それを次の世代に伝えていくことで、若者たちが自ら住む地域に誇りを持てる社会

づくりの推進 

⇒高齢者が「通いの場」等で地域資源を学ぶ出前講座への支援 

・「山形県介護職員サポートプログラム」に基づく介護職員確保対策の推進 

  ⇒介護人材のすそ野を広げるための中高年齢者を含めた介護未経験者を対象とした入門

的研修の実施 

・“オールやまがた”による健康づくり県民運動の展開 

⇒専門的知見の活用（タスクフォース設置）による県や市町村が行う健康づくり事業の評 

価検証等の実施 

・障がい者の就労機会の拡大に向けた農業分野及び福祉分野の連携の推進 

  ⇒農業者と障がい者施設とのマッチング支援 

・障がいに対する県民の理解の向上 

  ⇒差別の解消や理解の促進を担う「心のバリアフリー推進員」の養成の拡大 

・依存症患者や家族に対する支援体制の整備 

  ⇒依存症患者等の回復支援 

  ⇒依存症に関する普及啓発 

・ひきこもり者への支援の充実 

⇒ひきこもり相談支援窓口による適切な相談支援 

⇒ひきこもり相談支援専門研修による県全体の充実した相談体制の構築 

・新型コロナウイルス感染症の発生により収入減となった世帯等への生活支援の拡充 

⇒生活福祉資金の特例貸付等による支援 
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【令和２年度関連事務事業】 

事業名 予算額 

（前年度） 

区分 事業概要 

健康長寿日本一 

ＮＥＸＴプロジェ

クト事業費 

【再掲】 

17,213 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇「健康長寿日本一」の実現に向け“オール

やまがた”で取り組む県民運動の展開 

・「減塩の日」「野菜の日」キャンペーンの展 

 開や、大学・企業との連携等による食生活 

 改善の取組み推進 

・経営者向けのトップセミナーの開催や、企 

 業等と連携したモデル事業の実施による、 

 健康経営実践事業所の拡大 

・地域の健康づくりの中心を担う「やまがた 

健康づくりステーション」の創設支援 

・専門的知見による健康づくり事業の評価検 

 証等の実施 

・県民健康・栄養調査の実施 

・やまがた健康フェアの開催 

・健康づくりに積極的に取り組む地域団体や 

企業の表彰 

・やまがた健康マイレージの普及推進 

・受動喫煙防止のため施設を禁煙化する飲食 

 店に対する改装経費の助成 

歯科口腔保健推進

事業費【再掲】 

3,176 

(3,334) 

新規 

見直し 

継続 

◇市町村や関係機関と連携した歯科口腔保健 

 の推進 

・歯科口腔保健の普及・啓発や調査・研究な 

 どを行う「口腔保健支援センター」の運営 

・歯科専門職以外の職種に対する歯科保健に 

 関する研修の実施 

高齢者等生活支援

サービス基盤整備

事業費【再掲】 

16,346 

(15,617) 

新規 

見直し 

継続 

◇地域住民が主体的に行う高齢者向け生活支

援サービスの充実 

・地域で介護予防や生活支援を行う「福祉型

小さな拠点」整備への助成 

・生活支援サービスの担い手の養成講座の 

開催 

・「福祉型小さな拠点」における活動状況・課

題等のアンケート調査の実施や活動の充実

強化に向けた専門家の派遣【新規】 

・企業等の退職予定者を対象とした地域社会

活動への参加促進出前講座の開催【新規】 

地域資源を学ぶ高

齢者向け移動講座

モデル事業費 

1,000 

(-) 

 

新規 

見直し 

継続 

◇町村が「通いの場」等で行う高齢者向けの 

地域資源等を学ぶ講座への助成 

老人クラブ助成事

業費 

27,074 

(26,954) 

新規 

見直し 

継続 

◇単位老人クラブ、市町村老人クラブ連合会 

 及び県老人クラブ連合会の活動に対する 

助成 

・老人クラブが行う社会活動や研修事業への 

助成 

・本県で初めて開催される「全国老人クラブ 

大会」（令和２年 11月）への助成【新規】 
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明るい長寿社会づ

くり推進事業費 

21,636 

(21,636) 

新規 

見直し 

継続 

◇県健康福祉祭（スポーツ大会や美術展）の 

 開催に対する助成 

介護職員確保定着

促進事業費 

【再掲】 

60,164 

(29,227) 

新規 

見直し 

継続 

◇「山形県介護職員サポートプログラム」に 

基づく介護職員確保対策の推進 

・介護福祉士修学資金の貸付 

・介護人材のすそ野を広げるための介護未経 

 験者を対象とした入門的研修の実施 

・介護分野におけるＥＰＡ、留学生、技能実 

 習生等の外国人材の受入れ推進【拡充】 

・人材育成等に取り組む介護事業者の認証評 

 価制度の導入【新規】 

障がいのある人も

ない人も共生する

社会づくり事業費

【再掲】 

10,782 

(9,139) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がいを理由とする差別の解消及び障がい 

 に対する理解の促進 

・市町村や福祉、医療、教育などの関係機関 

 で構成する県民会議の設置・運営 

・差別の解消や理解の促進の役割を担う「心 

 のバリアフリー推進員」の養成 

・手話の普及・啓発を通じた聴覚障がい者に 

 対する理解の促進 

・パラリンピアンとの交流を通じた障がい者 

スポーツに対する理解の促進 

・障がい者芸術の発表の場を提供する「障が 

 い者芸術活動推進センター」の運営 

・ヘルプマークの普及啓発 

農福連携推進事業

費 

2,210 

(4,281) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者の就労機会の拡大に向けた農業分 

 野及び福祉分野の連携の推進 

・プロジェクトチームによる連携・推進 

・農業者と障がい者施設とのマッチング支援 

・障がい者施設の施設外就労及び農業経営に 

 対する支援 

・障がい者施設の指導員・利用者を対象とし 

 た農業体験の実施 

・農福連携で生産・加工された商品の付加価 

 値向上 

障がい者就労支援

事業費 

8,569 

(9,021) 

新規 

見直し 

継続 

◇障がい者施設の工賃向上に向けた取組みの 

支援 

・工賃の底上げを目指した経営コンサルタン 

 ト等による研修・指導 

・商品開発・改良に対する助成 

障害者就業・生活

支援センター事業

費 

27,272 

(27,272) 

新規 

見直し 

継続 

◇就業の前提となる生活習慣の形成などの支 

 援を行う「県障害者就業・生活支援センタ 

 ー」の運営 

低所得世帯の冬の

生活応援事業費 

134,629 

(133,993) 

新規 

見直し 

継続 

◇低所得世帯の経済的負担の軽減 

・市町村が行う低所得世帯を対象にした冬季 

 の灯油購入費等への支援に対する助成 
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生活困窮者自立支

援事業費 

95,592 

(85,356) 

新規 

見直し 

継続 

◇生活困窮者の自立に向けた支援 

・生活習慣の形成や家計管理能力の向上、就 

 職に向けた支援を行う「生活自立支援セン 

 ター」の運営 

・住居を失うおそれのある生活困窮者等への

家賃支援 

生活福祉資金貸付

事業費 

482,753 

(54,113) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の発生に伴う休 

 業・失業等により収入減となった世帯等へ 

 の支援 

・山形県社会福祉協議会が生活福祉資金の例 

貸付を行うための原資造成に対する助成 

生活困窮者等「食」

の支援事業費 

24,317 

(-) 

新規 

見直し 

継続 

◇新型コロナウイルス感染症の発生に伴う休 

 業・失業等により収入減となった世帯等へ 

 の「食」の支援 

・生活福祉資金特例貸付世帯への県産米の支

給 

避難者生活相談支

援事業費 

66,920 

(60,302) 

新規 

見直し 

継続 

◇東日本大震災により県内に避難されている 

 方に対する支援 

・避難者の見守り活動や困りごとに対する相

談支援などを行う生活支援相談員の配置 

・山形市及び米沢市の避難者支援センターの 

運営費に対する助成 

依存症患者回復支

援事業費 

1,751 

(224) 

新規 

見直し 

継続 

◇アルコール・薬物等の依存症患者や家族に 

 対する支援体制の整備 

・依存症からの回復を支援するため、医療、 

保健、民間団体などの関係機関による連携 

体制の構築 

・依存症患者等の回復支援【新規】 

・依存症に関する普及啓発【新規】 

ひきこもり相談支

援事業費 

1,381 

(6,451) 

新規 

見直し 

継続 

◇ひきこもり状態にある本人や家族に対する 

相談支援体制の強化 

・ひきこもり相談支援窓口「自立支援センタ 

 ー巣立ち」の運営 

・ひきこもり相談支援者専門研修の開催  
計 1,002,785 

(486,920) 

  

 


